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内航旅客定期航路事業における物流の適正化・生産性向上に向けた自主行動計画 

 

 
 

2023年 12月 

一般社団法人 日本旅客船協会 

 

一般社団法人 日本旅客船協会の所属各社においては、物流の適正化・生産性向上を図るべく、

次に掲げる諸事項に徹底的に取り組んでまいります。 

なお、各取組のスケジュールは次図の通りです。 

 

取組み事項 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 ･･･ 

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
基
づ
く
取
組
み 

業務時間の把握・分析 

        

運送契約の書面化 

        

運賃と料金の別建て契約 

        

コスト上昇分に係る対価の

運賃・料金への反映に向けた

取組 

        

契約内容の見直し 

        

業
界
独
自

の
取
組
み 

関係機関と連携したモーダ

ルシフトの促進 

        

 

 

（１）ガイドラインに基づく取組 

■物流業務の効率化・合理化 

①業務時間の把握・分析 

 貨物輸送のリードタイム安定化を図るため安全で安定した運航の確保に努めます。 

 

■運賃の適正収受に資する措置 

②運送契約の書面化 

運送契約は書面又はメール等の電磁的な方法を原則とします。 

 

③運賃と料金の別建て契約 

運送契約を締結する場合には、「運賃」と「料金」を別建てで契約することを原則とします。 

  

業務時間の把握・分析の取組み実施 

運送契約の書面化の取組み実施 

運賃と料金の別建て契約の取組み実施 

コスト上昇分に係る対価の運賃・料金への反映に向けた取組み実施 

契約内容の見直しの取組み実施 

関係機関と連携したモーダルシフトの促進の取組み実施 
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④コスト上昇分に係る対価の運賃・料金への反映に向けた取組 

燃料費等の運送に係るコスト上昇分など実運送事業者が収受すべきものについては、法令に従

い運賃・料金の収受に努めます。 

 

⑤契約内容の見直し 

契約内容と異なる運送を行おうとする場合、契約内容の見直しを実施します。 

 

（２）業界独自の取組 

■モーダルシフトの強力な促進 

①関係機関と連携したモーダルシフトの促進 

関係機関と連携しつつ、モーダルシフト促進のための取組みを実施します。 

 

以上 


